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第１章   計画の基本的な考え方 
 
 

 １  計画の策定にあたって 

本市では、男女が互いの人権を尊重し、喜びと責任を分かち合いながら、生涯にわ

たっていきいきと心豊かに暮らすことのできる社会の実現をめざすため、平成 20 年

（2008 年）３月に「宇陀市男女共同参画計画」を策定し、総合的かつ計画的に実効

性のある施策を展開してまいりました。 

しかしながら、取組の成果はあったものの、依然として根強い固定的性別役割分担

意識※など男女共同参画に関する様々な課題が残る中、社会は本格的な少子高齢化の

時代に入り、世帯構成の変化や地域経済の担い手不足、貧困など格差の拡大といった

新たな局面を迎えています。 

このような中、国は平成 25 年（2013 年）6 月に成長戦略の柱の一つに「女性の

活躍」を位置づけ、平成 27 年（2015 年）8 月に「女性の職業生活における活躍の

推進に関する法律」を制定し、女性活躍が経済の持続的発展に不可欠であることを明

示しました。 

本市の「宇陀市総合計画」に掲げる基本目標「一人ひとりが輝き個性・創造を育む

まち」の実現においても、男女が意欲と能力に応じて生き生きと働ける環境づくりの

実現を重要な施策の一つに位置づけています。 

このたび、平成 29 年度（2017 年度）で宇陀市男女共同参画計画の期間が満了と

なることから、計画の実績を基に点検と見直しを行い、本市の特徴を捉え、課題に的

確に対応し時代に沿った男女共同参画に関する施策を計画的に推進するため、『宇陀市

男女共同参画計画（第２次）』として策定するものです。 

 
 
 
 
 
 

※固定的性別役割分担意識 
「男は仕事、女は家庭」「男は主、女は従」というように、性の違いによって役割を固定してしまう考え方や

意識のこと。また、「男らしさ、女らしさ」を求めることも、この固定的性別役割分担意識に基づく男女それ

ぞれの役割への期待が反映されているといわれている。 
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 ２  計画の位置づけ 

本計画は、「男女共同参画社会基本法」第 14 条第３項に規定する「市町村男女共同 

参画計画」に位置づけるとともに、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」※ 

第６条第２項に規定する「市町村推進計画」である「宇陀市女性活躍推進計画」、「配

偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」※第 2 条の３第 3 項に規定

する「市町村基本計画」である「宇陀市ＤＶ対策基本計画」として位置づけます。 

また、本計画は、「宇陀市総合計画」を上位計画として、福祉・教育・まちづくりな

どの各分野で定める個別計画との整合性・連携を図り策定するものです。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ３  計画の期間 

計画期間は、平成 30 年度（2018 年度）から 2027 年度までの 10 年間としま

す。また、社会情勢の変化や計画の進捗状況等により、必要に応じて見直しを行いま

す。 

※女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法） 
女性が希望に応じ職業生活で活躍できる環境を整備することを目的に、平成 27 年（2015 年）８月に成立。10

年間の時限立法。平成 28 年（2016 年）４月１日から、301 人以上の労働者を常時雇用する事業所と、 事業主

としての国や地方公共団体には、女性の活躍推進に向けた「行動計画」の策定と公表が義務づけられました。

常時雇用する労働者が 300 人以下の民間事業所については努力義務。 

※配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（ＤＶ防止法） 
配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自立支援などの体制を整備し、配偶者からの暴力の防止、および

被害者の保護を図ることを目的とする法律。 

【 国 】 

・第４次男女共同参画基本
計画 

・女性の職業生活における
活躍の推進に関する基
本方針 

・配偶者からの暴力防止及
び被害者の保護のため
の施策に関する基本的
な方針 

【 法律 】 
・男女共同参画

社会基本法 

・女性の職業生
活における活
躍の推進に関
する法律 
（女性活躍推
進法） 

・配偶者からの
暴力の防止及
び被害者の保
護等に関する
法律 
（ＤＶ防止法）

【 奈良県 】 

・奈良県女性の輝き・活躍
促進計画（第３次奈良県
男女共同参画計画） 

・奈良県配偶者等からの暴
力防止及び被害者支援
基本計画（第３次） 

【 宇陀市 】 

宇陀市総合計画 

まち・ひと・しごと創生総合戦略

子ども・子育て支援事業計画 

地域福祉計画 

宇陀市障がい者基本計画 

高齢者保健福祉計画・介護保険事業

計画 

特定事業主行動計画 

人権施策基本計画    など

連携 

宇陀市男女共同参画計画

（第２次） 
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 ４  世界・国の動き 

（１）世界の動き 

① 男女平等の実現に向けた国際的な機運の高まり 

世界では、国際連合が提唱した昭和 50 年（1975 年）の国際婦人年に開催された

国際婦人年世界会議（メキシコ会議）における世界行動計画の採択をはじめ、昭和 51

年（1976 年）から始まる「国連婦人の 10 年」に続くさまざまな取組が行われてき

ました。昭和 54 年（1979 年）には、国連総会で「女子に対するあらゆる形態の差

別の撤廃に関する条約（女子差別撤廃条約）」を採択し、日本も昭和 60 年（1985

年）に批准しました。 

平成 7 年（1995 年）に開かれた第 4 回世界女性会議では「北京宣言及び行動綱

領」を採択、12 の重大問題領域を設定し、平成 12 年（2000 年）の国連特別総会

（女性 2000 年会議）、平成 27 年（2015 年）の第 59 回国連婦人の地位委員会に

おいては、これまでの取組状況に関するレビュー、広報・啓発等の活動を行っていま

す。 

 
 

（２）国の動き 

① 国内行動計画の策定 

国際社会における男女平等の実現に向けた取組を受け、国は昭和 52 年（1977 年）

に最初の「国内行動計画」、10 年後の昭和 62 年（1987 年）に「西暦 2000 年に

向けての新国内行動計画」、平成８年（1996 年）に「男女共同参画 2000 年プラン」、

平成 17 年（2005 年）に「第２次男女共同参画基本計画」を策定し、さまざまな取

組を進めてきました。平成 22 年（2010 年）12 月には、同年 7 月の男女共同参画

会議の答申を受けて、「第 3 次男女共同参画基本計画」を策定しました。その後、平

成 27 年（2015 年）に「第 4 次男女共同参画基本計画」を策定し、女性の活躍促進

に向けた男性中心型労働慣行等の変革や困難な状況に置かれている女性への支援、東

日本大震災の経験を踏まえた男女共同参画の視点からの防災復興対策等といった、更

なる男女共同参画に向けての取組が進められています。 
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② 男女共同参画を推進する法整備の動き 

昭和 60 年（1985 年）の「女子差別撤廃条約」批准にあたり、「男女雇用機会均

等法」や「労働基準法」の改正、「育児・介護休業法」などの法整備を進め、平成 11

年（1999 年）には「男女共同参画社会基本法」が成立、男女共同参画社会※づくり

は 21 世紀の最重要課題と位置づけられました。さらに、平成 27 年（2015 年）に

「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（女性活躍推進法）を制定し、女

性の個性と能力を十分発揮して職業生活において活躍できるよう推進しています。 

 

③ 女性に対する暴力の根絶に向けた法整備の動き 

平成 12 年（2000 年）に、「ストーカー行為等の規制等に関する法律」、平成 13

年（2001 年）には、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」が

公布・施行されるなど、女性に対する暴力の防止に向けた各種の法整備が進められま

した。特に、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」は、平成 16

年（2004 年）、平成 19 年（2007 年）、平成 26 年（2014 年）と改正を重ね、

保護命令の対象範囲の拡大や配偶者暴力相談支援センター機能の整備及び基本計画の

策定が、区市町村の努力義務として盛り込まれるなど、被害者の安全確保と自立支援

に向けて取組の充実を図っています。 

 

④ 男女共同参画と少子化対策の鍵となる“ワーク・ライフ・バランス※”の 

取組 

社会の活力の低下や少子化・人口減少を解決するために、仕事と生活の調和（ワー

ク・ライフ・バランス）の取組があります。これまでの働き方を見直して仕事と生活

の両立を図り、男女共同参画と少子化対策を推進することが重要であるとの認識に立

ち、平成 19 年（2007 年）に「ワーク・ライフ・バランス憲章」及び「仕事と生活

の調和推進のための行動指針」が策定されました。平成 22 年（2010 年）には、仕

事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現に向けて、政府・労働者団体（連

合など）・使用者団体（経団連など）トップによる新たな合意が形成されています。 

 
 

※男女共同参画社会 
男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野における活動に参画する機会が

確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、ともに

責任を担うべき社会のこと。 
※ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和） 

性別や年齢などに関わらず誰もが、仕事・家庭生活・地域生活・個人の自己啓発など、様々な活動について、

自ら希望するバランスで選択・実現できる状態のこと。 
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 ５  奈良県の動き 

奈良県では、平成 13 年（2001 年）に男女共同参画社会基本法の趣旨を踏まえ、

男女平等実現の基盤となる「奈良県男女共同参画推進条例」を公布・施行し、平成 14

年（2002 年）には「なら男女共同参画プラン 21（奈良県男女共同参画計画（なら

女性プラン 21 改訂版））」（平成 14 年度（2002 年度）～平成 17 年度（2005 年

度））を策定しました。その後、平成 18 年（2006 年）に「なら男女ＧＥＮＫＩプ

ラン（奈良県男女共同参画計画（第２次））（平成 18 年度（2006 年度）～平成 27

年度）（2015 年度）」を策定しています。 

平成 28 年（2016 年）には、「奈良県女性の輝き・活躍促進計画（第３次奈良県

男女共同参画計画）」（平成 28 年度（2016 年度）～平成 32 年度（2020 年度））

を策定し、「奈良県の女性が輝き活躍するために、男女ともにライフステージの各段階

で、多様な選択肢の中から自らの道を選択できる社会を実現します」を基本理念に掲

げ、施策を推進しています。 

 

 ６  宇陀市の動き 

本市は平成 18 年（2006 年）１月に、大宇陀町、菟田野町、榛原町、室生村の４

町村の合併により誕生しました。これまでも旧町村において、啓発事業等、それぞれ

に男女共同参画推進に向けての取組を進めてきていました。 

本市においては、市民環境部人権施策課（現：人権推進課）が男女共同参画政策を

所管し、平成 18 年（2006 年）３月に「宇陀市男女共同参画講演会」を開催し、12

月には「宇陀市男女共同参画計画策定委員会」を発足させ、本計画の策定に向けて協

議を行ってきました。また、平成 19 年（2007 年）２月に「男女共同参画社会をめ

ざす住民意識実態調査」、3 月に「小中学生男女共同参画社会をめざすアンケート調査」

を実施し、幅広い年齢層の男女共同参画に対する意識の把握を行いました。その後、

これらの調査等をともに、平成 20 年（2008 年）３月に「宇陀市男女共同参画計画」

を策定しました。 

平成 29 年度（2017 年度）で、この「宇陀市男女共同参画計画」が満了すること

から、平成 29 年（2017 年）２月に市民の方の男女共同参画に対する課題やニーズ

を把握するためのアンケート調査を実施し、これらの調査結果及び今までの事業の進

捗状況等を勘案し、新たな「宇陀市男女共同参画計画（第２次）」を策定しました。 

 


